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Abstract

Since 1990, companies have been cutting down on sports activities provided to employees as benefits by dismissing

company teams and selling off company-owned sports facilities for employee use. On the other hand, there is growing

emphasis on health management and sports or athletic activities as a means for managing employee health.

This research focuses on athletic meets held by companies. Since 2000, more companies have been running athletic

meets that differ from traditional ways of organizing them. The Corporate Games has been growing with participants

from all over the world. Additionally, the number of corporate athletic meets planned and held by specialized contractors

outside of the company are increasing.

Interview surveys were conducted with specialized contractors for corporate athletic meets to clarify issues with the

management of such venues. The surveys also identify issues related to management functions“PDCA,”and also

propose issues for future research.

Ⅰ 研究の背景と目的

「職場におけるスポーツ活動」について亜笹生

（2011）は“高度化”を志向するものと“大衆化”

を志向するものと大きく 2 つの方向性を示してい

る1)。前者はいわゆる「実業団チーム」に代表さ

れる企業の広告宣伝のために行われるスポーツ活

動であり亜後者は亜職場スポーツ施設の整備亜社

内サークルの育成や社内スポーツイベントの開催

などの労働者の福利厚生の手段としてのスポーツ

活動である。また亜澤野（2005）は亜「企業の論

理」に導かれたスポーツについて亜新聞社や鉄道

会社などの販売促進や輸送といった利益を目指す

もの（「見るスポーツ」につながるもの）と亜巨
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大工場での労務管理の問題解決を目指すもの

（「するスポーツ」につながるもの）とを区別して

いる2)。このように「職場におけるスポーツ活

動」は亜日本におけるスポーツの“高度化”と

“大衆化”いずれにおいても役割を果たしてきた。

しかしながら亜職場におけるスポーツ活動は亜

1990 年代以降の「失われた 20 年」において亜実

業団チームの休廃部や企業が所有する従業員向け

のスポーツ施設の売却などにみられるように縮小

し続けてきた。一方で亜企業 M ＆ A の増加亜成

果主義の導入や労働市場の自由化が進む中で亜職

場における人間関係の希薄化や長時間労働などの

非人間的な労働環境に伴う健康問題が社会的関心

を集めている。このような近年の社会情勢の中亜

従業員の健康管理を進めることで経営的な成果を

導こうとする健康経営の一領域として身体活動・

運動に対する取り組みを企業が推進している。ま

た亜スポーツ政策においても亜20 代から 40 代の

低位なスポーツ実施率の向上が政策課題となって

おり亜第 2次スポーツ基本計画においても亜ビジ

ネスパーソンのスポーツ習慣づくりが具体的な政

策として掲げられている3)。このように職場にお

けるスポーツ活動の重要性が再び見直されつつあ

ると言えよう。

体育・スポーツ経営学において亜「職場」は学

校や地域とならぶ重要な体育・スポーツ経営の実

践領域である4)5)。宇土（1970）は亜職場におけ

る体育・スポーツ経営の意義を亜生産性の向上亜

職場意識の高揚亜職場における好ましい人間関係

といった「企業目的に資する立場」と亜充実した

運動生活の実現も含めた「労働者の生活重視の立

場」から指摘している6)。職場スポーツを適切に

マネジメントすることにより亜それらの意義を実

現するとともに亜その成果を合理的・効率的に導

く運営方法を明らかにすることがスポーツ経営学

に求められる。しかしながら亜職場スポーツに対

するスポーツ経営学領域の研究知見は十分とは言

い難い。特に亜「行うスポーツ」の実践領域とし

て従業員を対象とした「職場スポーツ」の研究は亜

経営組織や体育・スポーツ事業の実態を示した研

究（宇土亜1987）や亜従業員の運動生活を地域ス

ポーツとの関連で検討した研究（宇土亜1988）亜

職場及び労働者を取り巻く様々な環境の違いを考

慮に入れたスポーツ経営のための組織間関係の在

り方を提示した研究（宇土亜1989）などが散見さ

れる程度であり亜今後一層の研究的知見が求めら

れる領域である7)8)9)。

本研究は亜「職場スポーツ」における従業員向

けの運動会（以後亜企業運動会）に着目する。企

業運動会は亜Corporate Games の世界的な展開や亜

企業運動会を企画運営する外部業者が各種メディ

アに取り上げられるなど新たな潮流が見られる。

産業総合研究所（2010亜2014）によると亜余暇・

レクリエーション行事を実施した企業は亜2004

年以降増加傾向にあるが亜2009 年と 2014 年の実

施行事の割合をみると亜ボウリング大会やソフト

ボール・野球大会などの種目別のスポーツ行事が

軒並みその割合を落としているのに比べ亜運動会

の実施率は 16 ％前後で維持されており亜相対的

にその重要性が高まっている注1)10)11)。また亜ス

ポーツ事業論において亜運動会は亜単発的・総合

プログラムに分類され亜多様な欲求の充足や同時

に多くの運動者を誘致できるという特性があ

る12)。これは多様な従業員を数多く動員するう

えで重要な特性であり亜「企業目的」ならびに

「労働者の（運動）生活」という職場スポーツに

おける意義を実現するうえで有用なスポーツサー

ビスであるといえる。

そこで亜本研究では亜近年増加する企業運動会

の外部業者の関与のあり方を視点にして亜企業運

動会のマネジメントの実態を明らかにするととも

に亜マネジメント機能における課題を明確にする

ことを目的とした。

Ⅱ 研究方法

1 分析の枠組みと調査項目

本研究で明らかにしようとするマネジメント機

能とは亜企業運動会を合理的・効率的に進めるた

めの組織活動であり亜「意思決定」「組織化」「評

価・統制」という 3つの機能に分けられる。

本調査の分析は亜「意思決定」の機能を亜経営

活動の起点である「目的設定」と亜その目的を達

成するための進め方に関わる「計画策定」の観点

から整理した。次に亜策定された計画を遂行する

川邊保孝・石井十郎・浪越一喜

東海大学紀要体育学部28



過程である「組織化」の機能を「組織構造」と亜

協働意欲を高めるための「動機付け」の視点で検

討した。最後に亜修正や改善につなげるためのマ

ネジメント・サイクルの最終過程である「評価・

統制」の機能を亜計画の進行状況や企業運動会を

実施した結果をどのような評価方法で把握・評価

しているのかという実態から検討した。

なお亜本調査ではプログラム・サービス・コミ

ッティー（Program Service Committee；以下亜

P.S.C.）の役割を果たしている企業運動会の運営

組織（主として亜依頼企業社員と外部業者社員で

構成される組織）を調査対象とし亜関係資料と外

部業者への面接調査から亜そのマネジメント機能

の実態を明らかにした。

2 調査方法

企業運動会におけるマネジメント機能の実態及

び課題を明らかにするため亜調査対象として亜運

動会の運営業務を主要事業とする企業 2 社を選定

し亜半構造化手法を使用した面接調査を実施した

（運動会屋：2016 年 9 月 27 日 18：00〜19：00亜

代表理事 A氏亜株式会社セレスポ：2017 年 6 月

29 日 16：00〜17：00亜事業支援部 B 氏・コーポ

レートデザイン室長 C 氏）。運動会屋は亜NPO

法人を運営団体として 2007 年に設立された運動

会に特化した企画運営の外部業者である。4 か所

の事務局と事務局スタッフ・登録スタッフ数 100

名を有し亜運動会の企画亜運営から亜会場の確保亜

設営亜撤去亜備品の貸出し亜スタッフの派遣まで

を一括あるいは部分的に請け負っている13)。一

方亜株式会社セレスポは 1977 年に創業した企業

であり亜全国 27 拠点・従業員数 378 名を有して亜

様々なイベントをヒアリングから企画提案亜デザ

イン設計亜会場管理亜実施運営までを請け負う企

業である。現在の展開領域は亜セレモニー亜スポ

ーツ亜フェスティバル亜プロモーション亜コンベ

ンションを主要な領域としている。主要領域の中

でも亜競技会や国民体育大会亜インターハイ亜市

民参加型スポーツ大会亜企業運動会を運営するス

ポーツ部門は亜売上構成比が全体の 25.3 ％を占

める中心的な部門である14)。なお亜社名等の情

報については亜当該企業より許可を得たうえで掲

載している。

面接調査では亜意思決定過程に関わる企業運動

会のメリットや依頼企業の開催目的亜組織化に関

連した受託業務の役割分担亜評価・統制過程とし

て成果の測定方法などを主な調査項目として設定

した（表 1）。

Ⅲ 調査結果

1 意思決定の機能

企業が運動会に求める目的を探索的に分類した

結果亜社員間のコミュニケーション不足解消亜同

僚性の醸成亜組織の一体感の醸成亜所属意識の向

上亜ロイヤリティの醸成亜M ＆ A 後の企業間の

統合亜モチベーション向上亜企画力や営業力の向

上亜従業員満足亜家族や関係者への還元亜家族か

らの理解を得る場亜運動不足解消亜健康経営への

対応という 14 の目的が明らかになった。また亜

業種により重要とする開催目的は異なっている。
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表 1 面接調査の調査項目



川邊保孝・石井十郎・浪越一喜

東海大学紀要体育学部30

表 2 開催目的の分類



例えば亜人材派遣業における所属意識の向上や亜

情報通信業における運動不足解消といったように亜

特定の業種で重要度が高い目的があることが指摘

された（表 2）。

次に運動会に関する意思決定上の特徴を述べる

（資料 1 を参照）。企業が運動会を選択する理由は亜

社内旅行などの社内行事に比べて亜コスト（経費亜

休業期間など）が低廉であることが第一に挙げら

れた。また亜他の社内行事に比べて大規模な動員

が可能なこと亜他の単一種目のスポーツ行事より

も参加率が高いこと亜社内カンファレンスや表彰

制度とは異なり参加者一人ひとりの当事者性が高

いことも亜選択する理由として挙げられた。また亜

運動会開催の最終決裁は亜担当部署内で行われず

に亜企業のトップマネジメントが下すことが多い

と指摘された。

2 組織化の機能

新規に運動会を実施しようとする企業は亜企

画・運営のノウハウが乏しい。また亜過去に福利
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資料 1 運動会に関する意思決定の特徴

運動会屋 A氏 口述

A氏：この 3 つ（コミュニケーション不足の解消亜組織の一体感醸成亜関係者・社員・家族への還元）を

解決する方法はいろいろあると思うのですけれども亜結果的に運動会が企業さんにとって都合が良くて亜

まず一つは費用面です。例えばパーティーをやろうとしたらそれこそ 1 人何万円という費用がかかります。

社員旅行へ行くとしてもそれなりに亜何日間もかかるし休みにしなければいけないのでその期間仕事は進

まないというのもあると思うのです。だから費用面です。それからもう一つは亜人数が 100 人や 1,000 人

いたら社員旅行に行くのもパーティーも結構大変だと思うのです。1,000 人いたらそれぞれ性別も違う亜年

齢も違う亜体力も違う亜ばらばらな中でコミュニケーションを取るのは何があるのかということで亜運動

会だったら日本人ならみんなできるし亜簡単に体を動かすことでできるし亜チームワークが重要だしとい

うので亜企業にとっては都合がいいのです。

（中略）あともう一個は亜参加型のイベントであることです。モチベーションを上げる方法で結構表彰式な

どがあるのですけれども亜一方通行のやり方なので亜これが全員参加できるのです。われわれもアンケー

トなどを取ると亜ただ見ているだけでは面白くないし亜1 日通して 1種目しか出ないのは面白くないのです。

ですのでこの辺は稼働率を上げて自分が参加することで「自分のこと化」していくというのが一つ都合の

いい点だと思います。

セレスポ B氏・C氏 口述

B氏：運動会というのは結構決裁権を持っている人が社長だったり亜経営層の方だったりするので亜やれ

といったらやるみたいな感じではあると思うので亜そういう役員も参加するようなイベントで亜そこで満

足感が得られれば「また来年もやろうよ」ということにもなりますし亜つながっていったりもします。

C氏：本当にツールなので亜運動会をすることを目的にしている会社は減ってきています。だから主催者

さんのインタビューに行くと亜運動会にこだわっているわけではないのですが亜目的を達成しようとした

ときに亜運動会が一番多く網に引っ掛かるという話はよくされます。例えばスポーツでも野球やサッカー

などの単一競技になると経験の優劣が出てしまいますが亜運動会は日本人ならだいたいの人が想像できま

す。遠投ができるから玉入れがうまいというわけではなさそうですし亜何が得意だったら勝つかというの

もよく分からないではないですか。

B氏：あとは誰しもやったことがあるというか亜説明しなくてもできるので分かりやすい競技なので亜そ

こが取っ付きやすいところでもあるかもしれません。

C氏：そうですね。だから結果として一番参加率が高まるのが運動会なだけで亜もっと人が集められるの

だったら別に運動会でなくてもいいという亜きつい言葉も出たりします。

B氏：（社員旅行のように）2 日間拘束されてしまうと亜社員にも負担がかかってしまったりするので亜そ

れなら短時間でぎゅっと集まってやって亜その後に別で飲み会をしたりとか亜場合によっては午前中運動

会亜午後はバーベキューという形で楽しむということもあります。運動会プラス何か亜食事をするという

のもあります。



厚生などの部署が内生的に企業運動会を企画・運

営してきた企業においても亜不況などの影響によ

り企業運動会が実施されなかった期間でノウハウ

が失われている。そのため外部業者へのアウトソ

ーシングにより運動会を実施する状況が生まれて

いる。

外部業者が関わる運動会運営組織（P.S.C.）の

組織体制は亜プロジェクト組織であり亜その形態

は「丸投げパターン」「協力パターン」「コンサル

パターン」（図 1 を参照）に大別された。また亜

福利厚生や人事（研修）亜秘書室亜健康保険組合

など亜運動会運営組織を管理する企業側の部署の

違いによって亜開催目的やプログラム内容が企業

側の担当部署の有する個別計画と関係づけられる

ことが明らかになった。

一般的には亜応援や競技の事前練習を運動会運

営組織が用意するケースは少ないが亜社員独自で

個別に練習を行うケースは見受けられる。また亜

運動会に参加する社員一人一人の主体性を高める

ために亜企業の特色を反映させた独自のプログラ

ムの策定などの工夫が行われる。その際に亜社員

からのアイデア募集などを通じて亜参画的な場の

設定が行われている（資料 2 を参照）。

3 評価・統制の機能

企業運動会における成果の評価方法は亜参加者

アンケートや観察によるものであった。参加者ア

ンケートについては亜多くの場合に満足度が指標

として用いられている。開催目的に対する成果は

自由記述の方式と観察で評価されている。評価を

行う主体は亜依頼企業が独自に実施する場合と亜

外部業者と依頼企業が共同で実施する場合があっ

た。評価の課題として亜成果を測定する基準と尺

度が開発されていないために亜成果の数値化をお

こなうことができないという課題が示された。ま

た亜開催目的に対する成果を運動会単独の成果と

して抽出することの難しさも指摘された。一方で亜

運動会で起こった個別具体的なエピソードを成果

として語ることによって亜依頼企業の好意的な評

価につなげている。また亜運動会の開催決定から

実施までの過程が他の社内行事に比べて長く亜当

事者性が高いことから亜より社員間の関係性を深

めるものであることが経験的に把握されていた

（資料 3を参照）。

統制については亜成果を数値的に評価できてい

ないため亜次年度の運動会や依頼企業に対する具

体的なフィードバックを十分に行うことが難しい

状況である。

Ⅳ 提言と今後の研究課題

依頼企業が求める成果は多様に存在するが亜そ

の成果に対する量的評価が曖昧であり亜マネジメ

ント・サイクルが機能しづらい実態が明らかにな

った。一方で亜個別具体的なエピソードが成果と

して多くの関係者に実感されるものであることも

明らかになった。そのため亜まずは成果を測定す

る尺度の開発が必要である。また亜開催の決裁権

者であるトップマネジメントを運動会に主体的に

参画させることにより亜成果の認識を促すことで亜

継続的な開催につなげることが可能となるであろ

う。

また亜運動会に対して 14 の目的があることが

明らかとなった。それらの目的を達成するために

は亜目的に対応した内容や過程の工夫が必要であ

る。例えば亜同僚性の醸成亜組織への一体感亜企

画力や営業力の向上などの目的を達成するために

は亜準備期間が長いという運動会の特徴を生かし亜

企画・運営や事前練習などに参画的に関わる機会

を設けることが必要であろう。また亜健康経営の

目的を達成するためには亜単発的なプログラム・

サービスである運動会のみでは不十分である。社

員の運動生活を支えるクラブ・サービス（社内サ

ークル）やエリア・サービス（フィットネスクラ

ブなどとの法人契約）を支援する取り組みが必要
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図 1 運動会運営組織（P.S.C.）の組織図例
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資料 2 運動会運営組織の特徴

運動会屋 A氏 口述

A氏：（企業側は亜どういう部署が依頼をかけてくるのですか？）一番多いのは総務です。次は人事です。

次は経営企画室か秘書や役員が多いです。あと労働組合です。

（中略）それは企業さんによりで亜全部やってくれと言われれば社内調整だけしてもらってあとはこちら

でやります。こちらでやる内容は亜まず会場を探す亜どのような運動会をやるか企画する亜運動会の準備

に向けて社内告知をするに当たってポスターを作ったりウェブを作ったり映像を作ったり制作もこちらで

やる亜チーム分けも面倒だからやってと言われたら亜うちも Pマークを持っているので個人情報を扱わせ

てもらってチーム分けもやります。企業の担当者は日程を調整したりチームリーダーを立てたりその辺は

やりますけれども亜本番までは結構こちら側がやることばかりという感じになることがあります。あと本

番は設営です。進行と運営をして亜終わったら片付けをして亜中身によっては懇親会の手配や仕切りまで

やります。終わってからのアンケートもこちらでやることもあるし亜丸投げされるとこのような感じです。

あとは運動会をやりながら縁日や屋台もやるのですけれども亜そういうのも全部こちらでやるというのが

丸投げパターンです。次が協力パターン亜一緒にやるパターンです。今の業務の中で亜例えばチーム分け

はうちでやるより社内の人がやったほうが早いし亜個人情報の問題も絡むのでやってもらうですとか亜企

業さんによっては実行委員で何十人も手伝いがいますみたいなことになるのです。そうしたら例えば競技

運営の中で亜誘導係はやってくださいなど役割分担をして一緒に運営をします。こちらは打ち合わせに行

って企業の担当の人にオリエンテーションをして亜一緒に運営をやるというやり方です。あとは先ほどの

何とかコーナーみたいなものは亜じゃあお客さんがやりましょうと分担をしてやるパターンです。もう一

個は亜お客さんがほぼ企画はやります亜主導でやります亜手作りでやります亜ただ失敗したくないからコ

ンサルしてくれみたいなリクエストがあるのです。そうしたら打ち合わせに毎回出席して亜お客さんの考

えたプログラムや競技のルールなどがきちんと成り立つかどうかですとか亜あともちろんこちらも提案も

するのですけれども亜実際本番は手作り感を出したいので司会進行はお客さんです。こちらは必要なポジ

ションに立って指示出しをしたり黒子としてやるというパターンもあります。

A氏：運動会決まってやりましょうとなった時に亜社内の出し物などをやったらどうですかと言います。

そうしたらバンドがあるですとか亜野球部が紹介したいと言っているですとか亜中には会社として何とか

チームを支援しているので亜バレーボールやバスケットボールや亜あとはアスリートを支援しているので

呼びたいですとか亜太鼓をやっている人がいるなどいろいろあります。それは運動会のどこかのプログラ

ムで演出で組み込んだりなどのアレンジはします。（中略）担当者と話をして亜僕らが持っているのは普通

の競技案ですけれども亜何かならではの色を出すとしたらどういうのができますかなどと言って亜思い付

いたことをできるかどうか担当部署に聞いて回ったりしています。

セレスポ B氏・C氏 口述

B氏：人事総務部とか総務関係の部署亜福利厚生を担当されている方からが多く亜コーポレート系部門の

方からも亜お問い合わせを頂くことはあります。

B氏：研修とか 1 年目亜2 年目でやっていく部分であればサポートとして入って亜例えば当日のスケジュー

ルはどうしようか亜競技は何を選ぼうか亜安全な競技はこういうものですとか亜そういった部分のお手伝

いをすることもありますし亜「社員に負担をかけたくないのでばっちり企画してよ」という亜丸ごとお任せ

しますというのもあります。やはり運動会をするのに自分たちが役を作る場合もあるのですが亜費用を抑

えるために自分たちで駐車場係をやるとか亜いろいろな係をやるということもありますが亜やはりどうし

ても「何で社員はみんな楽しんでいるのに俺は一日駐車場係かよ」という不満の課題もあるので亜そうい

った部分では丸ごと業者さんにお願いしますというところもあれば亜そういった部分も自分たちでやりた

いというところもばらばらですね。

C氏：営業が個々のお客さんの目的を確認して亜ここは本当に会社の一体感を出したいとか亜会社の色を

出したいとか亜いろいろな声を聞いていく中で亜その目的でしたらこれは皆さんでやられたほうがいいで

すよ亜それ以外は別に誰がやっても変わらないから亜ここはうちで手伝いましょう亜という線引きはして

いきます。例えば競技を 1 つ決めるにも亜会社の色を出したいというときに亜玉入れをどうするかという

のは誰が考えても一緒なので亜では 1 個だけ会社らしい種目を考えましょうと亜それはぜひ皆さんで考え

てください。実際そのアイデアをうちの社員が苦労して競技にするには亜突拍子もないことがあったりす

るので亜それを限られた時間の中でゲームとしてどう成立させるかとか亜参加者の人数決めなどはうちが

仕切りますとか亜先ほどの映像の亜ニシオカさんが言ったことでしたか亜家具の組み立てや梱包（こんぽ

う）亜家具屋さんがやる運動会はそうなる。



であろう。

本研究は亜企業運動会のアウトソーシング先で

ある外部業者に対する調査のみであり亜依頼企業

を対象とした調査が必要である。さらには亜外部

業者を活用せずに実施された企業運動会の実態は

明らかでない。そのような企業運動会のマネジメ

ント機能や成果についての把握も必要であろう。

注

1）産労総合研究所（2010亜2014）によると亜余

暇・レク行事を実施していると回答した企業の

うち亜スポーツ関連の行事の実施割合は亜2009

年と 2014 年において亜ソフトボール・野球大会

が 32.0 ％から 23.0 ％亜ゴルフコンペが 37.5 ％

から 30.0 ％亜ボウリング大会が 39.8 ％から

35.0 ％亜サッカー・フットサルが 13.3 ％から

7.0 ％と減少しているのに対して亜社内運動会・

スポーツ大会については 16.4 ％から 16.0 ％と

ほぼ横ばいである。

主な参考・引用文献

1 ）笹生心太（2011）1960 年代における職場スポ

ーツの社会的意義─企業社会論の視座から─唖

仙台大学紀要唖42（2）唖pp57-67

2 ）澤野雅彦（2005）企業スポーツの栄光と挫折唖

青弓社

3）スポーツ庁（2017）スポーツ基本計画

4）柳沢和雄亜木村和彦亜清水紀宏編著（2017）

テキスト体育・スポーツ経営学唖大修館書店

5 ）八代 勉亜中村 平編著（2002）体育・スポ

ーツ経営学講義唖大修館書店唖pp30-31

6 ）宇土正彦（1970）体育管理学唖大修館書店唖

pp283-303

7 ）宇土正彦亜八代 勉亜柳沢和雄亜木村和彦亜

黄 江敏（1987）職場スポーツの経営に関する

研究：特に経営組織とスポーツ事業をめぐって唖

日本体育学会大会号唖38A唖p232

8 ）宇土正彦亜八代 勉亜柳澤和雄亜木村和彦

（1988）職場スポーツの経営に関する研究：特に

地域スポーツ経営との関連について唖日本体育

学会大会号唖39B唖p463

9 ）宇土正彦亜八代 勉亜赤木 茂（1989）職場

スポーツの経営に関する研究：特に組織間関係

を考慮したスポーツ経営モデルの構築を求めて唖

日本体育学会大会号唖40A唖p423

10）産労総合研究所（2010）福利厚生/社内行事ハ

ンドブック：各種福祉施策の実態亜福利厚生・

社内行事を活用した社内コミュニケーションの

川邊保孝・石井十郎・浪越一喜

東海大学紀要体育学部34

資料 3 企業運動会の評価の特徴

運動会屋 A氏 口述

A氏：きちんとできていなくて亜結果的に年間で見るので亜売り上げが上がったのは運動会のおかげだと

思う亜ありがとうと言われても亜エビデンスを出せというのは無理なのです。よく言われるのですけれど

も亜運動会で数字をつくるというのは今のところできていないです。でも例えば離職率に効果があったで

すとか亜新卒の採用の人気が高まるというのも聞いたことがありますが亜それも実際数字を出してどうな

のというと亜これは運動会の効果ですとはやはりまだまだ言えないので亜うちでは持っていないです。そ

の都度アンケートを取ってこのような感想でしたみたいなものしかヒアリングできていないです。

セレスポ B氏・C氏 口述

B氏：全部のイベントではありませんが亜一応終わった後にアンケートをとることもなくはありません。

そういった効果を図るのも主管部署や総務部の役割だと思いますので亜それで満足度を測ってまた来年に

つなげていくという意味では亜振り返って確認をする機会を設けたりはしています。（中略）実際に具体的

な数値化というのは今のところ行っていませんが亜少し考えてはいます。

A氏：（集計されたものは）なかなか出していただけないですね。よほど中に入っている案件であれば亜次

回のために一緒に反省会に出たりという形で共有することはありますが亜自由記述は特に内部のコメント

が入ったりするので亜抜粋した状態で頂くことはあります。効果測定の部分はそろそろきちんと考えなけ

ればいけないという時期には来ている。（中略）そういう効果測定をやっていない会社さんも意外と多いと

思います。
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